
部活動あり方検討委員会における検討事項 

 

１ 地域展開のスケジュールについて 

 
 

 

２ 地域展開の方法について 

項 目 学校部活動 地域連携 地域展開 

活動主体 各中学校 各中学校 地域クラブ 

指導者 当該校の教師 

外部指導員 

関係校の教師 

部活動指導員 

地域の指導者 

（一部教師の兼職兼業） 

参加者 当該校の生徒 関係校の生徒 地域の生徒 

場 所 当該校の施設 拠点校の施設 学校施設 

地域の施設等 

費 用 個人の用具等 

遠征などの交通費等 

個人の用具等 

遠征などの交通費等 

会費（指導者報酬含む） 

個人の用具等 

交通費等 

保 険 日本スポーツ振興セン

ター災害共済給付 

日本スポーツ振興セン

ター災害共済給付 

各種安全保険等 

 

  

改革の方向性 

 

 

 

 

 

 

〇「次期改革期間」内に、原則、全ての学校部活動において地域展開を実現 

〇地域の実情等を踏まえつつ、できる限り前倒しでの実現を目指すことが望ましい 

〇現時点で着手していない地方公共団体においても、前期の間に確実に休日の地域展

開等に着手 

〇平日の改革については、前期において活動のあり方や課題への対応策等の検証を行

った上で、中間評価の段階で改めて取組方針を定め、更なる改革を推進 

「改革推進期間」 

Ｒ５年度～7年度 

改革推進期間 

「次期改革期間」 

Ｒ８年度～１０年度 

改革実行期間 

(前期) 

「次期改革期間」 

Ｒ１１年度～13年度 

改革実行期間 

(後期) 

中
間
評
価 

 



 (１)地域連携 

 
(２)地域展開 

 

 



 
(３)その他 

 
４ 運営事務局の設置について 

設置主体 特徴・考察 

教育委員会（内） 
公的責任のもと、中立性と公正性が担保

されるが、機動性に欠ける。 

関係団体（スポーツ協会・文化協会等） 
専門性が高く、地域との距離も近く柔軟な

運営が可能だが、取りまとめ役が課題。 

第三者機関（NPO法人、一般社団法人） 
民間の専門性・機動性を生かせるが、公的

な支援、学校教育との連携が必要。 

５ 地域クラブ・指導者の募集について 

  ・今後、検討を進める 

 


